【様式第９】
令和　　年　　月　　日

全国中小企業団体中央会

会　長　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　     　 住　所
　　　　　　　　　　　     　　 名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　      代表者役職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
令和５年度中小企業組合等課題対応支援事業（組合等情報ネットワーク

システム等開発事業）補助金に係る補助事業実績報告書

令和５年度における標記補助事業を完了したので、中小企業組合等課題対応支援事業（組合等情報ネットワークシステム等開発事業）補助金交付規程第１２条の規定により、下記のとおりその実績を報告します。

記

１．交付決定　　　　令和　　年　　月　　日付け2023全中発第　　　号

（内容の変更　　　令和　　年　　月　　日付け2023全中発第　　　号）
（期限の延長　　　令和　　年　　月　　日付け2023全中発第　　　号）

２．補助金交付決定額　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円（消費税等抜き）

３．補助事業に要した額　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円（消費税等抜き）

４．補助金額　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円（消費税等抜き）

５．補助金概算払受領年月日及び金額

　令和　　年　　月　　日　　金　　　　　　　　　　　　　　円（消費税等抜き）

６．実績報告時における組合等の概要
	１．名称

	２．所在地(〒　　　　　　　　)

	３．代表者の役職及び氏名

	４．本事業連絡担当者の役職及び氏名等

(所属(企業)名・役職・氏名）

(電話番号)　　　　　　　　　　　　　　(FAX番号)

(Ｅ－mailアドレス)

(携帯電話　※可能であれば)

	５．電話番号(　　　)　　　－
	６．FAX番号(　　　)　　　　－

	７．設立(組織結成)年月　　　昭和・平成・令和　　年　　月

	８．組合員(会員)資格



	９．組合等の主な事業



	10．組合等の地区(※一般社団法人、共同出資会社、任意グループ等については、構成員が所在する都道府県名を記入すること)



	11．組合員(会員)数(連合会はその所属員企業数も記入)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人(所属員企業数　　　　　　　社)

	12．組合員(会員)数に占める中小企業者の割合　　　　　　　　　　　　　　　　　％

	13．出資(資本)金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	14．出資(資本)金額に占める中小企業者の出資(資本)割合(組合以外のみ記入)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

	15．専従役職員数　　　　　　　役員　　人、職員　　人(うち中小企業組合士　　人)

	16．会計年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月～　　　月


７．事業の実績報告
（１）実施事業のテーマ及び概要

①　実施事業

（　　）基本計画策定事業　　　　　　

（　　）情報システム構築事業

②　事業テーマ名

	


③　実施事業の概要

	


（２）実施事業の内容
	


（３）委員会の設置

　①　委嘱した本委員会の委員又は専門家の氏名等

	委員区分
	氏名
	所属及び役職名
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　②　委嘱したワーキング委員会の委員又は専門家の氏名等

	委員区分
	氏名
	所属及び役職名
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（４）委員会の開催
１）本委員会の開催【計画○回】

	


【本委員会】

	開催回数
	開催日
	開催場所
	出席者数
	検討事項

	第　回
	
	
	
	

	第　回
	
	
	
	

	第　回
	
	
	
	

	第　回
	
	
	
	

	第　回
	
	
	
	


２）ワーキング委員会の開催【計画○回】

	


【ワーキング委員会】

	開催回数
	開催日
	開催場所
	出席者数
	検討事項

	第　回
	
	
	
	

	第　回
	
	
	
	

	第　回
	
	
	
	

	第　回
	
	
	
	


（５）委員会への出席状況
	出席者名
	本委員会
	ワーキング委員会
	委員等別

出席回数

	
	第１回
	第２回
	第３回
	第４回
	第１回
	第２回
	第３回
	

	専門家
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	業界側
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	外部専門家
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務局　
	
	
	
	
	
	
	
	

	オブザーバー
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	


（６）成果普及講習会（中間報告会）の開催【計画：中間○回、成果○回】
	


	開催回数
	開催日時
	開催場所
	出席者数
	講師
	テーマ

	中間
	
	
	
	
	

	成果１
	
	
	
	
	

	成果２
	
	
	
	
	


　成果普及講習会（中間報告会）の内容を検討した委員会

　　　　第○回委員会（　　月　　日）

（７）委託の内容

	委託事業者名
	

	委託事業者住所
	

	委託内容
	

	委託期間
	委託契約日
	令和　　 年 　　月　　 日

	
	納入日
	システム仕様書
	令和　 　年 　　月 　　日

	
	
	システム仕様書以外
	令和　 　年 　　月 　　日

	
	業務完了報告日
	令和　 　年 　　月 　　日

	委託金額

（消費税等込み）
	　　　　　　　　　　　　　　円


（８）成果報告書の配布先及び部数

	配布先
	件数
	部数／件
	小計（部）


	組合員　
	
	
	

	委　員　
	
	
	

	関係機関　
	
	
	

	○○県中小企業団体中央会
	
	
	

	全国中小企業団体中央会
	１
	３
	３

	保管用
	
	
	

	合　計
	
	
	


（９）本事業に係る成果の導入・普及方法、次年度以降の取組み（計画・体制等）

	


（10）事業実施の成果
	


①　期待される成果等の内容

　　　付加価値額等、それ以外の定量的数値目標の指標及び定性的成果目標の指標等
ａ．定量的数値目標

	指標項目
	
	利活用対象
	数値の推移

	
	
	構成員等

（利活用率）

と組合等の別
	現状
	１年後

（令和6年4月～令和7年3月）
	２年後

（令和7年4月～令和8年3月）
	３年後

（令和8年4月～令和9年3月）

	ⅰ売上高の増加

（内容）○○

（単位）
	申請時
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	

	
	実施後
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	

	ⅱコストの削減

（内容）○○費

（単位）
	申請時
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	

	
	実施後
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	

	ⅲ付加価値額等
	付加価値額

（単位）千円
	申請時
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	

	
	
	実施後
	構成員等（  ％）

組合等
	
	
	
	

	
	１人あたりの

付加価値額

（単位）千円
	申請時
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	

	
	
	実施後
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	

	
	営業利益

（単位）千円
	申請時
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	

	
	
	実施後
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	

	ⅳ任意設定指標

（内容）

（単位）
	申請時
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	

	
	実施後
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	


ｂ．定性的成果目標

	１年後

（令和6年4月～

　令和7年3月）
	

	２年後

（令和7年4月～

　令和8年3月）
	

	３年後

（令和8年4月～

　令和9年3月）
	

	４年目以降

（令和9年4月以降）
	


　②　新たに設定する指標
ａ．定量的数値目標

	指標項目
	利活用対象
	数値の推移

	
	構成員等

（利活用率）

と組合等の別
	現状
	１年後

（令和6年4月～令和7年3月
	２年後

（令和7年4月～令和8年3月）
	３年後

（令和8年4月～令和9年3月）

	ⅰ売上高の増加

（内容）○○

（単位）
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	

	ⅱコストの削減

（内容）○○費

（単位）
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	

	ⅲ付加価値額等
	付加価値額

（単位）千円
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	

	
	１人あたりの

付加価値額

（単位）千円
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	

	
	営業利益

（単位）千円
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	

	ⅳ任意設定指標

（内容）

（単位）
	構成員等（   ％）

組合等
	
	
	
	


ｂ．定性的成果目標

	１年後

（令和6年4月～

　令和7年3月）
	

	２年後

（令和7年4月～

　令和8年3月）
	

	３年後

（令和8年4月～

　令和9年3月）
	

	４年目以降

（令和9年4月以降）
	


ｃ．上記②ａ．で記入した定量的数値目標の算出根拠

	ⅰ売上高の増加
	

	ⅱコストの削減
	

	ⅲ付加価値額等
	

	ⅳ任意設定指標
	


（11）成果目標を達成するための運用計画・体制

	１年後
	

	２年目以降
	

	３年目以降
	

	４年目以降
	


（12）補助事業に係る経費支出明細表
（単位：円）

	補助対象経費の区分
	補助事業に要した額（消費税等抜き）

	
	予算額
	決算額

	
	補助金額
	自己負担額
	合　計
	補助金額
	自己負担額
	合　計

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	


積算内訳

（単位：円）

	補助対象経費の

区分
	決算額

（消費税等込み）
	積算内訳（消費税等込み）
	決算額

（消費税等抜き）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	


<委託費明細>
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	委託業務の内容
	金額（消費税等抜き）
	積算内訳

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


【様式第９に添付する証拠書類等】

　①　委員の就任承諾書（写）、就任依頼書（写）

　②　委員会の議事録（写）

　③　（成果普及講習会等を開催した場合）

　　ⅰ）講師の出講承諾書（写）、出講依頼書（写）

　　ⅱ）実施記録

　　ⅲ）出席者名簿

　　ⅳ）開催風景写真

　④　見積依頼書（写）

　⑤　見積書（写）、会社概要（事業内容に委託内容が含まれていること）（写）

　⑥　完了報告書又は納品書（写）

　⑦　請求書（写）

　⑧　領収書（写）

　⑨　委託契約書（写）、選定理由書（写）

　⑩　その他本事業実施に係る経費支出に関する証拠書類（写）

　⑪　本事業に係る帳簿（写）

　⑫　補助金受け入れのための本事業専用口座の通帳とその表紙（写）

　⑬　その他の証拠書類（写）並びに本会が必要とする書類等

2

